
年金数理（問題）

この年金数理の問題において特に説明がない限り、次のとおりとする。

「被保険者」とは、在職中の者をいう

「年金受給権者」とは、年金受給中の者および受給待期中の者をいう

「加入年齢方式」とは、「特定年齢方式」のことをいう

「責任準備金」とは、給付現価から標準保険料収入現価を控除した額をいう

「未積立債務」とは、責任準備金から積立金を控除した額をいう
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「Trowbridgeモデルの年金制度」とは、定年退職者のみに対し、定年退職時より単位年金額の

終身年金を年1回期初に支払う年金制度をいい、保険料の払い込みは年1回期初払いとする

なお、「Trowbridgeモデルの年金制度」は必ずしも定常人口を仮定するものではない

問題1．次の (1)~ (8）について、各問の指示に従い解答用紙の所定の欄にマークしなさい。
各5点（計40点）

(1) X歳における静態的昇給率Rx、動態的昇給率R~がそれぞれ次のとおり定められている。

Rx = （1 + k)3::;:)•Kx+1) -1 ただし、加＝｛:; ;:;::::;; 
R~ = (1 + Rx)(l + r) -1 

ただし、 rはベース・アップ等の要因による昇給率とする。

いま、経済環境の変化によりベース・アップ等の要因による昇給率rが変化し、 r=kとなった。

この状況で、給与が120,000円である33歳の被保険者について41歳時点の給与を動態的昇給率に基

づいて予測したところ460,000円であった。この場合、 Kに最も近いものを選択肢の中から 1つ選

びなさい。

(A) 0.010 

(F) 0.020 

(B) 0.012 

(G) 0.022 

(C) 0.014 

(H) 0.024 

(D) 0.016 

(I) 0.026 

(E) 0.018 

(J) 0.028 
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(2) Trowbridgeモデルの年金制度で定常状態のとき、各財政方式の積立金と保険料および給付現価

の関係を表す次の (A)から (F)までの記載のうち正しいものをすべて選びなさい。なお、正上

いものがない場合は (G)をマークしなさい。また、各記号の意味は次のとおりとする。

く記号＞

i :予定利率、 V= 1/(1 + i)、d= 1-V 
炉：年金受給権者の給付現価、炉：在職中の被保険者の給付現価

財政方式名

賦課方式

退職時年金現価積立方式

単位積立方式

開放基金方式

加入時積立方式

完全積立方式

(A) Pp= 0 

(B) Tp = ec  -Tc)/d 

(C) 咋＝ UC/d

CD) oANp = (Pc-uc)/d 

(E) Inp＝炉＋sa-Inc/d 

(F) Cop= Coc/d 

保険料 積立金

PC PF 

TC TF 

UC UF 

OANC OANF 

lnC lnF 

CoC CoF 
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(3)定年退職者に対し、定年年齢60歳時より終身年金（最初の10年間は年金額2、10年経過後は年金

額1の年1回期初払い）を給付する年金制度において、財政方式として退職時年金現価積立方式を

採用している。保険料は年1回期初払いで、予定利率を3.0％とするとき、定常状態における積立金

に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。また、必要であれば次の諸数値を使用しなさい。

く諸数値＞

ii.60 = 17.2763 

如＝9,327
w-60 

I ~=24.9723 
t=O 
l6o 

炉o= 0.7441 

知＝ 12.8349

ら。＝ 8,558
a》ー70

I ~ = 16.6766 <wは最終年齢）
t=O 
l70 

(A) 1,800,000 (B) 2,000,000 (C) 2,200,000 (D) 2,400,000 (E) 2,600,000 

(F) 2,800,000 (G) 3,000,000 (H) 3,200,000 (I) 3,400,000 (J) 3,600,000 
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(4)ら＝ 0.5(100-X)とするとき、如に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。
ただし、 l。=100,000とする。

(A) 40,000 

(F) 65,000 

(B) 45,000 

(G) 70,000 

(C) 50,000 

(H) 75,000 

(D) 55,000 

(I) 80,000 

(E).60,000 

(J) 85,000 
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(5)年金制度Aについて、 t年度およびt+1年度では計算基礎率が予定どおりに推移した結果、 t年

度およびt+1年度の諸数値はそれぞれ次のとおりとなった。このとき、 t+1年度末の責任準備金

と積立金の差額（責任準備金の額ー積立金の額）に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさ

い。ただし、 aおよびPの値は正の値とする。

<t年度の諸数値＞

項目

期初責任準備金

期初積立金

期末責任準備金

給付（期末払い）

標準保険料（期初払い）

特別保険料（期初払い）

運用収益

<t+1年度の諸数値＞

項目

給付（期末払い）

標準保険料（期初払い）

特別保険料（期初払い）

運用収益

(A) 200 

(F) 250 

(B) 210 

(G) 260 

金額

5,000 

4,400 

5,455 

900 

1,200 

a 

145 

金額

950 

1,200 

p 

160 

(C) 220 

(H) 270 

(D) 230 

(I) 280 

(E) 240 

(J) 290 
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(6) 1回の支払い額がk （年間支払い額12K)の年12回期初払い60歳支給開始10年有期年金を支払う

年金制度がある。これを他の条件は変更せずに、支払い回数を年6回、各期の支払い額として最初

の期から順に4]、J、2]、2]、2]、]（年間支払い額12])を支払う年金制度に変更した。 60歳時点の

年金現価が変更前後で一致するとした場合、 J+Kは0．丘］匝l回となる。空欄aからcまでのそれぞ
れに当てはまる数字を解答欄にマークしなさい。なお、計算結果は小数点以下第4位を四捨五入し

小数点以下第3位まで求めなさい。また、］およびKの算定については、次のくWoolhouseの公式に

よる近似式＞およびく基数表＞を使用しなさい。

<Woolhouseの公式による近似式＞

蝶→—寄（1-拾）
1 1 

ここで、吋闘は各一年の期初毎に年金額ーを支払う年m回期初払いx歳支給開始n年有期年金
m m 

とする。

く基数表＞

年齢(x)

60 

70 

Dェ

21,162 

14,104 

Nx 

354,789 

175,796 
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(7)定常人口にある年金制度Aにおいて、財政方式を開放基金方式から加入年齢方式に変更すること

を考える。財政方式変更後の標準保険料率と特別保険料率の合計が財政方式変更前の標準保険料率

と特別保険料率の合計と同じになるよう、将来の加入期間に対応する給付を現在の給付のx％に変

更する。この場合のxに最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。なお、標準保険料率および

特別保険料率は小数点以下第4位を四捨五入し小数点以下第3位まで求めなさい。また、計算の前

提は次のとおりとし、必要であれば次の諸数値を使用しなさい。

く計算の前提＞

・標準保険料と特別保険料の払い込みは給与比例で年1回期初に発生するものとする

•特別保険料率は未積立債務を10年間の元利均等償却で拠出するものとする

く諸数値＞

SP 

S森

S『s

st 
Ga 

Gf 

F 

i 

街01

(A) 71 

(F) 81 

年金受給権者の給付現価

在職中の被保険者の過去の加入期間に対応する給付現価

在職中の被保険者の将来の加入期間に対応する給付現価

将来加入が見込まれる被保険者の給付現価

在職中の被保険者の給与現価

将来加入が見込まれる被保険者の給与現価

積立金

予定利率

予定利率2.5％による期初払い10年確定年金現価率

在職中の被保険者の給与合計

(B) 73 

(G) 83 

(C) 75 

(H) 85 

(D) 77 

(I) 87 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

15,000 

25,000 

1,500 

2.5% 

8.97 

1,500 

(E) 79 

(J) 89 
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(8)ある年金制度は定常状態にあったが、今後は運用利回りが低下することが見込まれたため、 t年度

末において財政再計算を実施し予定利率を引き下げた。その後1年間、運用利回りは10％で推移し、

引き下げ後の予定利率よりも高く推移したため、 t+1年度末の決算において利差益が発生した。こ

のとき、利差益として最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。なお、計算の過程において、

予定利率は％単位で小数点以下第3位を四捨五入し小数点以下第2位まで求めたものを使用しなさ

い。また、必要であれば次の計算の前提および諸数値を使用しなさい。

く計算の前提＞

•財政方式は加入年齢方式を採用しており、保険料および給付は年 1 回期初払いである

•財政再計算の前後で予定利率以外の計算基礎率は変更していない

• t + 1年度において予定利率以外の計算基礎率は予定どおりに推移した

く諸数値＞

財政再計算皿の予定利率

財政再計算緩のt年度末の責任準備金

t年度末の積立金

財政再計算煎の標準保険料

財政再計算毯の標準保険料 (t+ 1年度から適用）

財政再計算皿の特別保険料

財政再計算毯の特別保険料 (t+ 1年度から適用）

(A) 415 

(F) 440 

(B) 420 

(G) 445 

(C) 425 

(H) 450 

3.00% 

5,247 

5,100 

800 

871 

拠出なし

前年度末の未積立債務の70％を拠出

(D) 430 

(I) 455 

(E) 435 

(J) 460 
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問題2.次の (1)～ （4）について、各問の指示に従い解答用紙の所定の欄にマークしなさい。

各7点（計28点）

(1) Trowbridgeモデルの年金制度において、被保険者集団は定常人口とし、期初の被保険者の総数を

L、脱退残存表によるx歳の被保険者数をlx、定年年齢をXr歳、む＝ （L;:―X1ら）／lxとする。このとき、
次の①～③の各問に答えなさい。

①毎年期初にx。歳のみの新規加入があるものとする。 X。歳での新規被保険者数をAx。とするとき、

位を表す式として最も適切なものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) lx。

(F) 
L 

lx。-l石

l 
(B) 22. 
E X。

(G) 
L 

E X。

(C) 
L 

Xr -X。
L 

(H)一
む。＋ 1 
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②毎年期初にX1歳とx2歳で≪1:≪2（佑＞ 0,≪2> 0）の割合で新規加入があるものとし、石く x2とする。

X1歳での新規被保険者数をA石とするとき、 AX1を表す式として最も適切なものを選択肢の中か

ら1つ選びなさい。

(A) 
L (B) Ex1L +Ex2L (C) 

Ex1L 
(D) 

a1L 

c X1 a1E石 a1Ex1 + a弁X2 a1和＋ a弁X1

(E) 
≪1L 

(F) 
L (G) a1L + a2L (H) 

Ex1L 

a1和＋ a2Ex2 a1 a1E石 a1Ex2 + a炉X1

(I) 
a1Ex1L 

(J) 
≪1Ex1L 

al和＋ a2和 ≪1Ex2 + a炉X1

③ ②と同じ前提で、財政方式として特定年齢Xe歳の加入年齢方式を採用した場合を考える。 X1歳で

の新規被保険者数がA石‘X2歳での新規被保険者数がAx2であるとし、新規被保険者に係る剰余お

よび不足が発生しないとするとき、計算基数Nxeを表す式として最も適切なものを選択肢の中か

ら1つ選びなさい。

(A) a1Nx1 + a2Nx2 (B) a2四Nx1+ a1四N石 (C) a1 Dx1 Nx1 + a2四Nx2
佑＋ a2 ≪1 Dx1 + ≪2D石 a1Dx1 + a2Dx2 

(D) a1Dx2Nx1 + a2似 N石 (E) a2Nx1 + a1Nx2 (F) a1Ex1Nx1 +叩X2NX2

a1Dx2 + a位X1 佑＋ a2 a1和＋ a2和

(G) a1Ex2Nx1 + a弁X1N石 (H) a2Ex2Nx1 +叩X1N石

a1和＋ a2Ex1 a1和＋ a弁x2
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(2) 2つの制度A、Bについて次の①、②の各問に答えなさい。また、計算の前提は次のとおりとし、

必要であれば次の数値を使用しなさい。

く計算の前提＞

・制度A、Bともに加入年齢は20歳、定年年齢は60歳

•制度A 、 B ともに財政方式は加入年齢方式を採用

•制度A、 B ともに加入年齢以外での新規加入はない

•制度A 、 B の被保険者の脱退（加入中の死亡を含む）、保険料の払い込みおよび給付の支払いは

連続的に発生する

•制度A、 B ともに脱退力µ~T) ＝孟ぢ、利力IS= 0.05とする
•制度Aは定年到達で脱退したときにのみ40の給付額を一時金として支払う

•制度B は加入期間tで脱退（定年到達による脱退も含む）したときにktの給付額を一時金として

支払う

く数値＞

e-2 = 0.13534 

①制度Aの標準保険料率PAに最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 0.171 

(F) 0.186 

(B) 0.174 

(G) 0.189 

(C) 0.177 

(H) 0.192 

(D) 0.180 

(I) 0.195 

(E) 0.183 

(J) 0.198 

②制度Bの標準保険料率PBがPA（端数処理前の率）と一致するようkを定めた場合、 Kに最も近い

ものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 0.467 

(F) 0.492 

(B) 0.472 

(G) 0.497 

(C) 0.477 

(H) 0.502 

(D) 0.482 

(I) 0.507 

(E) 0.487 

(J) 0.512 
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(3)ある年金制度におけるX-1年度末の貸借対照表、 X-1年度の損益計算書、給付の内容、計算の

前提および留意事項は次のとおりである。次の①～③の各問に答えなさい。

＜給付の内容＞

・脱退時の年齢に応じた定額制である

・定年到達により脱退した者には脱退の翌年度初から10年確定年金を支払い、定年到達以外の事由

により脱退した者には脱退時に一時金を支払う

・年金の支給開始時および支給期間中に年金受給権者本人が選択することにより、残余支給期間の

年金にかえて一時金の支払いを受けることができる

く計算の前提および留意事項＞

・予定利率は2.0％である

・定常人口であり、 X-1年度は計算基礎率どおりに推移したものとする

・定年到達による脱退は期末、定年到達以外の事由による脱退は期初に発生するものとする

•制度発足以降X-1年度末まで、定年到達により脱退した者および年金受給権者は全員、年金にか

えて一時金の支払いを受けることを選択していない

・責任準備金の計算において、定年到達により脱退した者の一時金選択および年金受給権者による

年金の支給期間中の一時金選択は発生しないものとして計算している

•財政方式は加入年齢方式を採用しており、標準保険料および特別保険料の払い込みならびに年金

および一時金の支払いは年1回期初に発生するものとする

•特別保険料は一定期間にわたり均等に拠出するものとし、 X-1年度末での特別保険料の残余償却

期間は5年である（知＝ 4.81)

積立金

特別保険料収入現価

X-1年度末の貸借対照表

a1責任準備金

R
F
 

（うち被保険者分）

10,200 

8,800 

（うち年金受給権者分） 1,400 

剰余金 443 

X-1年度の損益計算書

給付金支払（年金給付） 270 標準保険料収入 770 

給付金支払（一時金給付） 700 特別保険料収入 300 

当年度剰余金 y 運用収入 6 

X-1年度末責任準備金 10,200 X-2年度末責任準備金 E 
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① X-1年度末の積立金 (a)の値に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 7,100 

(F) 8,600 

(B) 7,400 

(G) 8,900 

(C) 7,700 

(H) 9,200 

(D) 8,000 

(I) 9,500 

(E) 8,300 

(J) 9,800 

② X年度は、運用利回り以外はすべて予定どおりに推移し、剰余金が270減少した。このとき、 X年

度の運用利回りの値に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) -2.0% 

(F) 0.5% 

(B) -1.5% 

(G) 1.0% 

(C) -1.0% 

(H) 1.5% 

(D) -0.5% 

(I) 2.0% 

(E) 0.0% 

(J) 2.5% 

③ X+1年度は、運用利回り以外の推移が次のとおりであった。そして、X+1年度末の剰余金が403

になったとする。このとき、 X+1年度の運用利回りの値に最も近いものを選択肢の中から 1つ

選びなさい。なお、 X年度については②のとおり推移したものとする。

く運用利回り以外の推移＞

•X年度末に定年到達により脱退した者およびX年度末の年金受給権者が全員、年金にかえて一時

金の支払いを受けることを選択した

なお、 X年度末に定年到達により脱退した者およびX年度末の年金受給権者に支払われた一時

金の総額はX年度末の年金受給権者の責任準備金の90％であり、当該一時金は期初（年金の支

払い前）に支払われた

•上記以外の推移（脱退、新規加入およびX+l年度末に定年到達により脱退した者の一時金選択）

は予定どおりであった

・定年到達以外の事由により脱退した者に支払われた一時金の額は700であった

(A) -1.5% 

(F) 1.0% 

(B) -1.0% 

(G) 1.5% 

(C) -0.5% 

(H) 2.0% 

(D) 0.0% 

(I) 2.5% 

(E) 0.5% 

(J) 3.0% 
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(4) 2つの年金制度A、Bが合併することとなった。これらの年金制度の制度内容、人員構成およ

び財政状況を次のとおりとするとき、次の①、②の各問に答えなさい。

＜制度内容＞

・給付水準以外の給付設計はAとBで同じであり、合併後も変更しない

・Bの給付水準はAの給付水準の2倍である

・A、Bともに財政方式は加入年齢方式を採用しており、計算基礎率も等しく、これらは合併後

も変更しない

・A、Bともに、保険料と給付は給与比例で年1回期初払いであり、合併後も変更しない

く人員構成＞

•B の被保険者数および給与総額はAの30％であり、また、 A と B の被保険者の年齢構成、加入

期間構成、給与構成は等しい（すなわち、 AとBは規模が異なるだけで、被保険者構成は等しい）

•A 、 B ともに年金受給権者は存在しない

く財政状況＞

•Aの積立金は0ではなく、 B の積立金はAの積立金の60％である

・Aの未積立債務は、 Aの積立金の70％である

・A、Bともに、特別保険料率は、合併直前における給与総額がその後も一定の前提で、 10年間の

元利均等償却により未積立債務の償却が完了する率である

①合併前における「Aの特別保険料率＋ Bの特別保険料率」は国．国回となる。空欄aからcまで

のそれぞれに当てはまる数字を解答欄にマークしなさい。なお、計算結果は小数点以下第3位を

四捨五入して算定しなさい。

②合併後の給付水準は合併前のAの給付水準の(l+k)倍（ただしO<k<l) とし、 Aの被保険者

については過去の加入期間と将来の加入期間ともに給付を(1+k)倍に引き上げ、 Bの被保険者

については過去の加入期間と将来の加入期間ともに給付を(1+ k)/2倍に引き下げることを検討

する。合併後の特別保険料率を、合併直後の給与総額がその後も一定の前提で、 10年間の元利

均等償却により未積立債務の償却が完了する率として設定する。このとき、合併後の特別保険料

率が合併前の両制度の特別保険料率の平均値「(Aの特別保険料率＋ Bの特別保険料率）＋2」を

上回らないような最大のKを求めると、 0．区］囚となる。空欄d、eに当てはまる数字を解答欄に

マークしなさい。なお、計算結果は小数点以下第3位を切り捨てて算定しなさい。
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問題3.次の（1）、（2)は脱退時に一時金を支払う制度に関する記述である。①～⑳について、最も

適切なものをそれぞれの選択肢の中から 1つ選び、解答用紙の所定の欄にマークしなさい。なお、

解答にあたり同じ選択肢を複数回選択してもよい。また、記号は (1)、（2)のそれぞれで定義し

ている。

(1 6点）

[ (1)の記号の意味］

Xr 定年年齢

bx 給与指数

必 x歳で加入し、 t年経過した被保険者における給与1に対する責任準備金

lx+t x歳で加入した被保険者のt年経過した時点における残存者数

dx+t 
x歳で加入した被保険者のt年経過した時点から 1年間における脱退者数 (dズr-1は定年退

職による脱退者を含む）

at.+. -i, 1 2 弄経過した時点から 1年間の脱退者に支払う給与1に対する給付率（年央の給付を想定）

Px x歳で加入した被保険者における給与1に対する保険料率（年初の払い込みを想定）

i 予定利率（v=出）

(1)脱退・昇給・保険料の払い込み・給付の支払いを 1年単位で考える離散的な制度のモデルの給与

1あたりの責任準備金を求めてみる。今、モデルとして脱退時に最終給与に比例する給付を支払い、

保険料もまた給与比例で積み立てる制度を考える。 x歳で加入した被保険者がt年経過した群団の責

任準備金は

石—1-x 石—1-x

回x必＝こ囮徊xa吋―こ回徊XPx
k=t - k=t 

である。これより、

（江戸匝］x巨]xak+「― r~:；戸匝］ x回 XPx)
必＝

回
••• (i)式

となるが、この式のt(t ~石ー 2-x)にt+1を代入すると、

(L仁―ば巨］x巨］xak甘―Lに訂匝］x回XPx)
t+1l'x = 

回
であり、この式を(i)式を用いて整理すると、

t+1VX 

回 (r~~戸回徊xa吋―回徊X at甘― r~:：戸回徊xp己回信XPx)
＝ーX
回回
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回 ⑪ XL仁―戸回徊xa吋―圏心に1一世］恒XPx言［ 回 ＋回徊xat+｝)
回=—x回—圏xa』・・・ (ii)式
回
となる。 (ii)式をファクラーの公式という。

［①、③、⑤、⑧、⑩の選択肢］

(A) bklk (B) bkdk (C) bk+llk+l (D) bk+1dk+1 

(E) bx+klx+k (F) bx+kdx+k (G) hx+k+1 lx+k+1 (H) hx+k+ldx+k+l 

(I) bx+k-tlx+k-t (J) hx+k-tdx+k-t (K) hx+k-t+1 lx+k-t+1 (L) bx+k-t+1dx+K-t+1 

(M) bx+tlx+t (N) bx+tdx+t (0) bx+t+1 lx+t+1 (P) bx+t+1dx+t+1 

［②、④、⑥、⑦、⑨、⑪の選択肢］

” -1 1 1 
(A) V (B) (C) ”ラ (D) ッ21 

(E) v1 2 +1 (F) 炉 (G) V K+-1 2 (H) 
1 
vk-z 

(I) ” k+l (J) V k-1 (K) 
1 
Vk2―1 (L) V K+—2 1 +1 

(M) ” k-t (N) ” K+ラ1-t (0) V k-t+1 (P) ッk-t-1 

(Q) vk..+ '~2 1 -t-1 (R) 
1 
vk.. -=-2 -t-1 (S) vK--+'-2 1 -t+1 

［⑫、⑭の選択肢］

(A) Px (B) -Px (C) 必

(D) 必＋Px (E) tVx -Px (F) (1 + i) X Px 

(G) -(1 + i) X Px (H) (1 + i) X 必 (I) (1 + i) X (必＋Px)

(J) (1 + i) X (tl'x -Px) (K) (1 + i) X必＋Px (L) (1 + i) X必ーPx

(M) 必＋（1+i)xPx (N) 必ー (1+i)XPX

［⑬の選択肢］

(A) 
lx+t+1 

(B) 
dx+t 

(C) (1+ i) X l x+t+1 
lx+t lx+t lx+t 

(D) (1 + i) X生立
l x+t 

(E) (1 + i)-1 X !:!.立ユ
lx+t 

(F) (l+i)-1 x~ 
lx+t 

(G) (1+i)½x~ 
lx+t 

(H) (1 + i)2 l X d x+t 
lx+t 

(I) (1 + i)―Z1 x l x+t+1 
lx+t 

(J) (1 + i)む年
lx+t 



[ (2)の記号の意味］

Xr 定年年齢

bx 給与指数

lx+て x歳で加入した被保険者のT年経過した時点における残存者数

2021年度
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ts;x)dT 
x歳で加入した被保険者の時点tにおける給与を 1とし、時点Tにおいて微小期間出に

脱退する被保険者の給付額

tB;x)d, 
x歳で加入した被保険者の時点tにおける給与を 1とし、時点Tにおいて微小期間出に

収入される給与額

PT 時点Tにおける給与1に対する保険料率

6 利力

s.; (x) x歳加入、 T年で脱退した被保険者の、脱退時の給与1に対する給付額

μx 脱退力

(2)次に、脱退・昇給・保険料の払い込み・給付の支払いが連続的（数学的に厳密にいえば微分可

能な時間の関数）である制度のモデル（脱退時に最終給与に比例する給付を支払い、保険料も給

与比例で積み立てるモデル）の給与1あたりの責任準備金を求めてみる。

x歳で加入しt年経過した被保険者の給与1あたりの責任準備金必は次の式で表される。

必＝ f石—X tsやxexp(-8(-r-t)) d-r -i石—XPTX tB炉xexp(-8(-r -t)) d-r・・・ (iii)式

さらに、諮、 t炉に関しては、

ぷ油＝睾（~)x囲） ＝sm（言）立＋て出・・・ (iv)式
tBや＝如bx+て
圏・・・ (v)式

(iii)式に(iv)式、 (v)式を代入して整理すると、

exp⑲石—x
必＝圏 ft （翠μx+T-Pて） X如 bX十,x exp (-8,)dT • • • (vi)式

(vi)式をtで微分すると、

羞必＝回＋誓号必

+（exp@ 
回
）氾＋号圏Xexp邑・・（vii）式



ここで、

誓士(i.)号＋士（品）x苧
＝廿羞徊）―羞⑲）｝・・・(viii）式
囲

となり、また、羞＠＝ μx+t（脱退力）である。
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さらに、羞匝⑲＝知とし、微小時間あたりの昇給率として、「昇給力」なる概念を導入する。

これらを利用して、 (viii）式は、

誓官(µx+t —如）・・・ (ix)式
(ix)式を（vii）式に代入すると

羞必＝圏＋回＋圏＋圏＋圏・・・(x)式
となる。

ここで、 (x)式の構成要素を見てみると、

⑲ ：保険料の払い込みによって保険料収入現価が小さくなることによる増加

⑰ ：責任準備金の評価時点が進むことによって、利息による割り戻しが小さくなることによる

増加

⑳：脱退による相対的な増加

⑳：昇給による相対的な減少

⑱ ：支払いによる減少

を意味している。 (x)式をティーレの公式という。

［⑮～⑳の選択肢］

(A) logbx+t (B) -logbx+t (C) log lx+t (D) -loglx+t 

(E) Pt (F) -Pt (G) PT (H) -PT 

(I) 8t (J) -6t (K) 6て (L) -6て

(M) 6必 (N) -6必 (0) 入x+ttVx (P) —入x+t tl'x 

(Q) μx+t tk (R) ―μx+t tl'x (S) lx+tbx+t (T) -lx+tbx+t 

(U) lx+Tbx+て (V) -l x+Tb ux+T (W) st (x) μx+t (X) -st (x) μx+t 

{Y) s i(x) 'μx+て (Z) -S,i(x) 'μx+て
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問題4. A社およびB社が共同で実施している年金制度（以下、分割前制度）について、年金制度を分

割し、 A社と B社が別々の年金制度を実施することになった。このとき、次の (1)~ （3)につ
いて、各問の指示に従い解答用紙の所定の欄にマークしなさい。なお、計算の過程において、標準

保険料率および特別保険料率は小数点以下第4位を四捨五入し小数点以下第3位まで求めたもの

を、その他の諸数値については小数点以下第2位を四捨五入し小数点以下第1位まで求めたものを

使用しなさい。

(1 6点）

く計算の前提＞

•分割前制度の財政方式は開放基金方式を採用している

•分割後のA社の年金制度の財政方式は開放基金方式を、分割後のB社の年金制度の財政方式は加

入年齢方式を採用する

・保険料は年1回期初払いとする

•分割前制度の標準保険料率および特別保険料率は制度全体で算定し、特別保険料率は未積立債務

を10年間の元利均等償却で拠出するものとする

•分割前後で計算基礎率は同一のものを使用し、給付内容は変更しない

•A社およびB社の在職中の被保険者の給与合計は毎年一定である

く分割前の諸数値＞

項目

sP 年金受給権者の給付現価

S森 在職中の被保険者の過去の加入期間に対応する給付現価

S森 在職中の被保険者の将来の加入期間に対応する給付現価

st 将来加入が見込まれる被保険者の給付現価
Ga 在職中の被保険者の給与現価

Gf 将来加入が見込まれる被保険者の給与現価

F 積立金

i 予定利率

街01 予定利率2.0％による期初払い 10年確定年金現価率

在職中の被保険者の給与合計

(1)分割前制度について、次の①～③の各問に答えなさい。

分割前

A社

300 

800 

1,000 

1,200 

11,000 

16,000 

800 

①分割前制度の標準保険料率に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 0.020 

(F) 0.120 

(B) 0.040 

(G) 0.140 

(C) 0.060 

(H) 0.160 

(D) 0.080 

(I) 0.180 

(E) 0.100 

(J) 0.200 

B社

100 

400 

400 

600 

5,000 

8,000 

700 

2.0% 

9.162 

300 
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②分割前制度のA社の責任準備金の額に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 1,100 

(F) 1,200 

(B) 1,120 

(G) 1,220 

(C) 1,140 

(H) 1,240 

(D) 1,160 

(I) 1,260 

(E) 1,180 

(J) 1,280 

③分割前制度のA社が拠出する年間特別保険料に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 0 

(F) 40 

(B) 8 

(G) 48 

(C) 16 

(H) 56 

(D) 24 

(I) 64 

(E) 32 

(J) 72 

(2)分割に用いる積立金の配分方法について、分割前制度のA社の責任準備金と B社の責任準備金の

比で按分した額を、それぞれ分割後のA社およびB社の年金制度に配分することとする。なお、立

割前においてA社、 B社の年金受給権者であった者は、それぞれ分割後のA社、 B社の年金制度へ

整ゑものとする。このとき、次の①、②の各問に答えなさい。

①分割後におけるA社の未積立債務の額に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 460 

(F) 710 

(B) 510 

(G) 760 

(C) 560 

(H) 810 

(D) 610 

(I) 860 

{ E) 660 

(J) 910 

②分割後におけるB社の未積立債務の額に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 160 

(F) 260 

(B) 180 

(G) 280 

(C) 200 

(H) 300 

(D) 220 

(I) 320 

(E) 240 

(J) 340 
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(3)分割に用いる積立金の配分方法について、次に定める方法で配分することとする。なお、会劃皿

においてA社、 B社の年金受給権者であった者は、すべて分割後のA社の 金制度へ移るものとす

る。このとき、次の①、②の各問に答えなさい。

く積立金の配分方法＞

•まず、分割前制度の積立金のうち両社の年金受給権者の給付現価と同額を分割後のA社の年金制

度に配分する

・次に、残った積立金を、分割前制度のA社の年金受給権者の給付現価と同額を除いた責任準備金

と分割前制度のB社の年金受給者の、口付価と同 を除いた責任準備金の比で分し、それぞ

れ分割後のA社およびB社の年金制度に配分する

①分割後のA社の年金制度について、未積立債務を 10年間の元利均等償却で拠出する場合の特別

保険料率に最も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 0.020 

(F) 0.170 

(B) 0.050 

(G) 0.200 

(C) 0.080 

(H) 0.230 

(D) 0.110 

(I) 0.260 

(E) 0.140 

(J) 0.290 

②分割後のB社の年金制度について、特別保険料率は未積立債務を定率償却で拠出するものとす

る。償却割合は初年度を20％とし、毎年10％ずつ引き上げるものとする。このとき、今後計算基

礎率どおりに推移した場合の分割後の4年度の標準保険料および特別保険料の合計額として最

も近いものを選択肢の中から 1つ選びなさい。

(A) 40 

(F) 90 

(B) 50 

(G) 100 

(C) 60 

(H) 110 

(D) 70 

(I) 120 

(E) 80 

(J) 130 

以上


